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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第41期

第２四半期連結
累計期間

会計期間

自平成29年
　３月１日
至平成29年
　８月31日

営業収益 （百万円） 161,225

経常利益 （百万円） 9,770

親会社株主に帰属する四半期純

利益
（百万円） 6,024

四半期包括利益 （百万円） 6,044

純資産額 （百万円） 102,241

総資産額 （百万円） 307,507

１株当たり四半期純利益金額 （円） 174.72

潜在株式調整後１株当たり四半

期純利益金額
（円） 174.67

自己資本比率 （％） 33.2

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 12,679

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △12,043

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 3,766

現金及び現金同等物の四半期末

残高
（百万円） 10,143

 

回次
第41期

第２四半期連結
会計期間

会計期間

自平成29年
　６月１日
至平成29年
　８月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 70.50

（注）１．当社は、第１四半期連結会計期間から四半期連結財務諸表を作成しておりますので、前第２四半期連結累計

期間及び前連結会計年度の経営指標等については記載しておりません。

２．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

３．営業収益は、「売上高」と「営業収入」を合計しております。

４．営業収益には、消費税等は含んでおりません。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動は以下のとおりであります。

 

第１四半期連結会計期間に株式取得により株式会社ビーバートザンを子会社化したことに伴い、第１四半期連結

会計期間から同社を連結の範囲に含めております。

 

なお、株式会社ビーバートザンはホームセンター事業を営んでいるため、単一セグメントであることに変更はあ

りません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び当社の関係会

社）が判断したものであります。

第１四半期連結会計期間より、四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期連結累計期間との比較分析

は行っておりません。

(1）業績の状況

当第２四半期におけるわが国経済は、緩やかな回復基調が続いております。設備投資は、企業収益の改善や成

長分野への積極的な投資を背景に、増加していくことが期待されます。個人消費は、実質総雇用者所得の増加傾

向が続くなかで、持ち直しに向かっております。

なお、当社店舗がドミナント展開している関西圏の景気動向については、引き続き改善の動きが見られます。

設備投資は、企業収益の好転が見込まれる状況下から拡大傾向にあります。また、雇用情勢は着実に改善して

おり、このもとで個人消費は堅調に推移しております。

そのような中、当社は、2015年度にツインターボ大作戦として掲げたテーマである、既存店の活性化と在庫の

削減への取組みを推し進め、計画最終年度にあたる当期においても、当初の計画どおり堅調に推移しており、財

務体質の改善は顕著なものとなっております。

店舗拡充の分野では、ホームセンターコーナン２店舗、コーナンプロ４店舗を出店した他、ホームセンター

コーナン１店舗を閉店しました。

また、株式会社ビーバートザンの子会社化に伴い、ホームセンタービーバートザン７店舗、ビーバープロ４店

舗を新しく加えたため、当第２四半期連結会計期間末現在の店舗数は335店舗（ホームセンターコーナン265店

舗、コーナンプロ59店舗、ホームセンタービーバートザン７店舗、ビーバープロ４店舗）となりました。

これらの結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、営業収益161,225百万円、営業利益10,305百万円、経常

利益9,770百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益6,024百万円となりました。

なお、上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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(2）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は、10,143百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは12,679百万円の収入となりました。これは、主に税金等調整前四半期純

利益9,038百万円、減価償却費4,666百万円、仕入債務の増加額4,754百万円に対し、たな卸資産の増加額1,748百

万円、法人税等の支払額2,495百万円となったことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは12,043百万円の支出となりました。これは、主に新規出店等に伴う有形

固定資産の取得による支出12,867百万円、差入保証金の差入による支出1,575百万円となったことによるもので

す。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは3,766百万円の収入となりました。これは、主に短期借入れによる収入

17,315百万円に対し、長期借入金の返済による支出13,232百万円となったことによるものです。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成29年８月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年10月11日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 34,682,113 34,682,113
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数は100

株であります。

計 34,682,113 34,682,113 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金残
高（百万円）

平成29年６月１日～

平成29年８月31日
－ 34,682,113 － 17,658 － 17,893
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（６）【大株主の状況】

  平成29年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

疋田　耕造 堺市東区 4,107 11.84

港南株式会社 堺市西区鳳東町４丁401番地１ 2,040 5.88

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,871 5.40

疋田　直太郎 堺市東区 1,794 5.18

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号
1,367 3.94

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口９）
東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,349 3.89

コーナン商事取引先持株会 堺市西区鳳東町６丁637番地１ 1,253 3.62

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口５）
東京都中央区晴海１丁目８番11号 517 1.49

STATE STREET BANK AND TRUST

COMPANY 505103

（常任代理人　株式会社みずほ銀

行決済営業部）

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS

02101 U.S.A

（東京都港区港南２丁目15-1）

501 1.45

有限会社ケーエヌサービス 堺市西区鳳東町４丁401番地１ 493 1.42

計 － 15,296 44.10

（注）１．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社　3,738千株

　日本マスタートラスト信託銀行株式会社　　　1,367千株

 

２．下記の大量保有者から平成29年８月７日付で提出された変更報告書により、平成29年７月31日現在で以下の
株式を共同保有している旨が記載されているものの、当社として当第２四半期会計期間末現在における実質所
有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。
なお、その変更報告書の内容は次のとおりであります。
大量保有者                                 アセットマネジメントOne株式会社他２社

住所                                       東京都千代田区丸の内一丁目８番２号

保有株券等の数                             株式 2,225,174株

株券等保有割合                             6.42％

 
３．下記の大量保有者から平成29年８月21日付で提出された大量保有報告書により、平成29年８月15日現在で以
下の株式を共同保有している旨が記載されているものの、当社として当第２四半期会計期間末現在における実
質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。
なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。
大量保有者                                 三井住友信託銀行株式会社他２社

住所                                       東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

保有株券等の数                             株式 1,742,800株

株券等保有割合                             5.03％
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年８月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　200,100 － 単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式 34,421,500 344,215 同上

単元未満株式 普通株式　  60,513 － －

発行済株式総数 34,682,113 － －

総株主の議決権 － 344,215 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,400株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数14個が含まれております。

②【自己株式等】

平成29年８月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

コーナン商事株式会社
堺市西区鳳東町４丁401番

地１
200,100 － 200,100 0.58

計 － 200,100 － 200,100 0.58

（注）上記のほか株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が165株あります。

なお、当該株式は、上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の株式数に100株、「単元未満株式」

の株式数に65株を含めております。

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

なお、第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、比較情報は記載しておりません。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成29年６月１日から平

成29年８月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年３月１日から平成29年８月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

 （単位：百万円）

 
当第２四半期連結会計期間
(平成29年８月31日)

資産の部  

流動資産  

現金及び預金 10,161

売掛金 5,002

商品及び製品 62,527

原材料及び貯蔵品 692

繰延税金資産 1,334

その他 7,113

貸倒引当金 △290

流動資産合計 86,540

固定資産  

有形固定資産  

建物及び構築物（純額） 96,840

土地 39,217

リース資産（純額） 23,824

建設仮勘定 860

その他（純額） 4,385

有形固定資産合計 165,128

無形固定資産  

のれん 996

その他 5,762

無形固定資産合計 6,758

投資その他の資産  

投資有価証券 834

差入保証金 43,612

繰延税金資産 609

その他 4,053

貸倒引当金 △29

投資その他の資産合計 49,079

固定資産合計 220,966

資産合計 307,507
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 （単位：百万円）

 
当第２四半期連結会計期間
(平成29年８月31日)

負債の部  

流動負債  

買掛金 25,398

電子記録債務 1,872

短期借入金 1,150

1年内返済予定の長期借入金 27,539

リース債務 1,423

未払法人税等 3,811

賞与引当金 1,441

その他 11,016

流動負債合計 73,655

固定負債  

長期借入金 77,920

リース債務 26,459

受入保証金 12,503

商品自主回収関連損失引当金 1,816

資産除去債務 6,346

その他 6,563

固定負債合計 131,610

負債合計 205,265

純資産の部  

株主資本  

資本金 17,658

資本剰余金 17,921

利益剰余金 66,790

自己株式 △414

株主資本合計 101,955

その他の包括利益累計額  

その他有価証券評価差額金 299

繰延ヘッジ損益 △13

その他の包括利益累計額合計 285

純資産合計 102,241

負債純資産合計 307,507
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

 （単位：百万円）

 
 当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年３月１日
　至　平成29年８月31日)

売上高 154,298

売上原価 97,212

売上総利益 57,086

営業収入 6,927

販売費及び一般管理費 ※１ 53,708

営業利益 10,305

営業外収益  

為替差益 171

匿名組合投資利益 131

その他 350

営業外収益合計 653

営業外費用  

支払利息 1,068

その他 119

営業外費用合計 1,188

経常利益 9,770

特別利益  

受入保証金解約益 324

その他 12

特別利益合計 337

特別損失  

減損損失 1,059

その他 9

特別損失合計 1,069

税金等調整前四半期純利益 9,038

法人税、住民税及び事業税 3,262

法人税等調整額 △248

法人税等合計 3,013

四半期純利益 6,024

親会社株主に帰属する四半期純利益 6,024
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

 （単位：百万円）

 
 当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年３月１日
　至　平成29年８月31日)

四半期純利益 6,024

その他の包括利益  

その他有価証券評価差額金 13

繰延ヘッジ損益 6

その他の包括利益合計 19

四半期包括利益 6,044

（内訳）  

親会社株主に係る四半期包括利益 6,044

非支配株主に係る四半期包括利益 －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

 （単位：百万円）

 
 当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年３月１日
　至　平成29年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 9,038

減価償却費 4,666

のれん償却額 137

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △106

商品自主回収関連損失引当金の増減額（△は減

少）
△98

受入保証金解約益 △324

減損損失 1,059

受取利息及び受取配当金 △66

支払利息 1,068

売上債権の増減額（△は増加） △903

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,748

仕入債務の増減額（△は減少） 4,754

未払消費税等の増減額（△は減少） △825

その他 △417

小計 16,235

利息及び配当金の受取額 16

利息の支払額 △1,076

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △2,495

営業活動によるキャッシュ・フロー 12,679

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △12,867

有形固定資産の売却による収入 71

無形固定資産の取得による支出 △116

新規連結子会社の取得による支出 △133

差入保証金の差入による支出 △1,575

差入保証金の回収による収入 2,816

預り保証金の受入による収入 171

預り保証金の返還による支出 △342

その他 △68

投資活動によるキャッシュ・フロー △12,043

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入れによる収入 17,315

短期借入金の返済による支出 △23,315

長期借入れによる収入 23,000

長期借入金の返済による支出 △13,232

リース債務の返済による支出 △676

セール・アンド・割賦バックによる収入 2,502

割賦債務の返済による支出 △1,071

配当金の支払額 △758

その他 3

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,766

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,401

現金及び現金同等物の期首残高 5,741

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 10,143
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

連結の範囲の重要な変更

当社は、第１四半期連結会計期間に株式取得により株式会社ビーバートザンを子会社化したことに伴い、第

１四半期連結会計期間から同社を連結の範囲に含めております。

 

 

（追加情報）

（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

当社は、第１四半期連結会計期間より、四半期連結財務諸表を作成しております。四半期連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項は以下のとおりです。

 

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　１社

連結子会社の名称

株式会社ビーバートザン

 

(2) 非連結子会社の数　４社

非連結子会社の名称

KOHNAN VIETNAM COMPANY LIMITED 他３社

非連結子会社４社は、小規模であり、合計の総資産、売上高、四半期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも四半期連結財務諸表に及ぼす影響が軽微

であり、かつ、全体として重要性が乏しいため、連結の範囲に含めておりません。

 

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社

該当事項はありません。

 

(2) 持分法を適用していない非連結子会社

持分法非適用会社の数　４社

持分法非適用会社の名称

KOHNAN VIETNAM COMPANY LIMITED 他３社

 

持分法非適用会社４社は、それぞれ四半期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う

額)等からみて、持分法の対象から除いても四半期連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全

体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社である株式会社ビーバートザンの決算日は３月31日であります。

四半期連結財務諸表の作成にあたって、四半期連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用

しております。

 

４．会計方針に関する事項

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

 

(2)デリバティブ等の評価基準及び評価方法

時価法によっております（ヘッジ会計を適用しているものを除く）。
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(3)たな卸資産の評価基準及び評価方法

① 商品

売価還元法による低価法

② 貯蔵品

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）

 

(4)固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）、平成28年４月１日以降に取得し

た建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

のれんについては10年で償却を行っております。

なお、ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）による定額法を採

用しております。

③ リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取決めがある場合は残価保証額）とする定額

法によっております。

④ 長期前払費用

定額法を採用しております。

 

(5)外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。

 

(6)引当金の計上基準

① 貸倒引当金

当四半期連結会計期間末現在に有する債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。

② 賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、当四半期連結会計期間に負担すべき支給見込額を計上しておりま

す。

③ 商品自主回収関連損失引当金

商品自主回収に関する回収費用及び関連する費用等について、当四半期連結会計期間末以降発生する

と考えられる合理的な損失見込額を計上しております。

 

(7)ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。ただし、金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たし

ているため、特例処理を採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約、通貨オプション及び金利スワップ取引

ヘッジ対象…外貨建予定取引及び借入金利息

③ ヘッジ方針

社内規程である「デリバティブ等取引、ヘッジ会計処理管理規程」に基づき、為替変動リスク及び金

利変動リスクをヘッジしております。

④ ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ開始時から有効性の判定時点までの期間におけるヘッジ対象及びヘッジ手段の相場変動を基礎

としております。ただし、金利スワップ取引については、特例処理を採用しているため、有効性の評価

を省略しております。
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(8)四半期連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなります。

 

(9)その他四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式を採用しております。

 

(繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日)を第１

四半期連結会計期間から適用しております。
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（四半期連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　当第２四半期連結累計期間
（自　平成29年３月１日
　　至　平成29年８月31日）

給料・賃金 12,742百万円

賞与引当金繰入額 1,431

退職給付費用 174

賃借料 19,256

貸倒引当金繰入額 △7

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成29年３月１日
至　平成29年８月31日）

現金及び預金勘定 10,161百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △18

現金及び現金同等物 10,143

 

（株主資本等関係）

当第２四半期連結累計期間（自平成29年３月１日　至平成29年８月31日）

配当に関する事項

(1)配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年５月25日

定時株主総会
普通株式 758 22 平成29年２月28日 平成29年５月26日 利益剰余金

 

(2)基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年10月10日

取締役会
普通株式 862 25 平成29年８月31日 平成29年11月９日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第２四半期連結累計期間（自平成29年３月１日　至平成29年８月31日）

当社は、小売及びこれに付随する事業を行う単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成29年３月１日
至　平成29年８月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 174円72銭

（算定上の基礎）  

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
6,024

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（百万円）
6,024

普通株式の期中平均株式数（株） 34,480,770

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 174円67銭

（算定上の基礎）  

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
－

普通株式増加数（株） 9,400

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

──────

 

２【その他】

(1) 平成29年10月10日、会社法第370条及び当社定款第22条（取締役会の書面決議）に基づき、当期中間配当に関

し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額……………………862百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………25円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成29年11月９日

（注）平成29年８月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。

EDINET提出書類

コーナン商事株式会社(E03273)

四半期報告書

20/21



 
 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

  平成29年10月５日

コーナン商事株式会社   

取締役会　御中   

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 石黒　　訓　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 奥村　孝司　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているコーナン商事株

式会社の平成29年３月１日から平成30年２月28日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成29年６月１日から

平成29年８月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年３月１日から平成29年８月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、コーナン商事株式会社及び連結子会社の平成29年８月31日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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